
令和７年度事業計画  

 

Ⅰ．農業・農政・コメ等をめぐる情勢と基本方針 

 前年度は急激な米不足と、それに端を発する米価格の急高騰などを巻き起こした「令和の

米騒動」が発生した。その後、通通の米不足等を背景に政府備蓄米が順次放出なされる等、

米を取り巻く情勢は消費者を含めて、現在に至り大きく注目を浴びている状況にある。 

一方、国では、世界的な人口増加や気候変動による食料調達リスクの高まり等を背景に、

食料安全保障の確保を基本理念とする食料・農業・農村基本法が昨年６月に四半世紀ぶりに

改正をした。その後、改正基本法下、初となる中長期的に取り組むべき方針を定めた食料・

農業・農村基本計画が本年４月に閣議決定され、農業構造転換を集中的に推し進めることと

している。 

そのなかで、米については、「水田政策を令和９年度から抜本的に見直す」ことに加え、

生産基盤維持のため、国内消費量の減少が見込まれるなか、輸出量を増やすことにより生産

量では増産を図ること等が示された。 

このように農業・農政を取り巻く情勢が激変しているなか、当会としては、基本理念に掲

げている「国民への食料の安定供給」や「地域と共存・共栄し世界最高水準の稲作経営の確

立」を実現するため、会員の声を結集した国への政策提言や会員相互の研鑽等の魅力ある経

営者活動に取り組むこととする。 

 

Ⅱ.事業計画 

１．諸会議の開催 

（１）総会 

   第 50 回通常代議員総会の開催 

   日時：令和７年８月５日（火）                            

   場所：ＡＮＡクラウンプラザホテル神戸「ローズマリー」（兵庫県神戸市） 

   内容：令和６年度活動報告・決算、令和７年度活動計画・予算、役員改選等について 

（２）理事会 

   ①第１回 

    日時：令和７年４月 15 日（火） 

    場所：東京都内（WEB 併用） 

    内容：令和７年度活動計画・活動方針について 

       政策提言について 

    ②第２回 

    日時：令和７年６月 24 日（火） 

    場所：東京都内（WEB 併用） 

    内容：代議員総会議案について 

       政策提言について 



   ②第３回 

    日時：令和７年 11 月 4 日（火） 

    場所：東京都内（WEB 併用） 

    内容：令和７年度下半期の活動等について 

       政策提言の意見出しについて 

   ③第４回 

    日時：令和８年２月 24 日（火） 

    場所：東京都内（WEB 併用） 

    内容：令和８年度のスケジュールについて 

       政策提言について 

 

（３）経営技術委員会 

   稲作の経営改善に向けた取り組み課題や政策提案等について研究討議するため、標

記委員会および経営技術セミナーを開催する。 

  ＜経営技術委員会＞ 

   ①第１回 

    日時：令和７年５月 20 日（火） 

    場所：東京都内（WEB 併用） 

    内容：今年度の運営について 

   ②第２回 

    日時：令和７年９月９日（火） 

    場所：東京都内（WEB 併用） 

    内容：政策提言への意見出しについて 

   ③第３回 

    日時：令和８年１月 20 日（火） 

    場所：東京都内（WEB 併用） 

    内容：政策提言への意見出しについて 

    ④第４回 

    日時：令和８年３月 17 日（火） 

    場所：東京都内（WEB 併用） 

    内容：政策提言への意見出しについて 

 

  ＜経営技術セミナー＞ 

    日時：令和７年 11 月５日（水） 

    場所：東京都内（WEB 併用） 

    内容：未定 

 



（４）分野別委員会 

より専門性の高い事項の研究や組織活動の強化などを目的に設置する「組織増

強委員会」、 「経営政策委員会」、「通通販売委員会」、「技術委員会」の分野別

委員会の活動を進める。 

① 組織増強委員会 

未組織県の組織化や全国への加入促進を進めるとともに、プロモーションを実

施し、当会議の影響度を高める。 

令和８年度に 50 周年を迎えることから、記念式典等の開催を検討する。 

② 経営政策委員会 

 コメ先物取引等、国の各種施策の有効利用に向けた研究を行う。 

 合理的な費用を考慮した価格形成や直接支払制度等、施策の検討が進む事項

について、ルールメイキングに影響できるよう研究を行う。 

③ 通通販売委員会 

 当会議に所属する会員の販路開拓が図れるプラットフォームの構築を行う。 

④ 技術委員会 

スマート農業による効率的な営農や環境配慮型農業への転換が国策となって

いるなか、当会議の賛助会員企業とも連携し、これらの実現に向けた技術の勉強

や会員への普及を検討する。 

 

２．研究会の開催 

（１）第 49 回全国稲作経営者現地研究会の開催 

   会員の相互研さんのため、研究討議、セミナー、名刺交換交通会等を行う。 

   日時：令和７年８月５日（火）～６日（水） 

   場所：ANA クラウンプラザホテル神戸（兵庫県・神戸市） 

（２）第 44 回全国稲作経営研究会の開催 

   稲作の経営改善に向けた課題等について研究討議する。 

   日時：令和７年 12月 17 日（水） 

   場所：東京都内 

（３）第 55 回全国農業経営者研究大会・稲作分科会の開催 

（一社）全国農業会議所、全国農業経営者協会と連携し、研究大会と稲作分科会を

開催する。 

   日時：令和８年２月上旬～中旬（予定） 

   場所：東京都内 

（４）会員の要望に応じた研究会等の開催 

 会員の要望に応じて検討会等を開催し、専門的な研修・研究を適宜実施するとと

もに、全国農業経営者協会、(公社)日本農業法人協会等と連携し、各種研修会等の開

催に協力する。 



 

３．青年部 

（１）役員会 

   ①第１回 

    日時：令和７年４月 14日（月） 

    場所：東京都内（WEB併用） 

    内容：令和７年度活動計画について 

   ②第２回 

    日時：令和７年 11月５日（水） 

    場所：東京都内（WEB併用） 

    内容：全体会の内容について 

第 50回若い稲作経営者研究会（冬季）について 

   

※必要に応じて追加で開催する。 

 

（２）相互研さん・研修活動 

   ①第 49回若い稲作経営者研究会（夏季） 

    日時：令和７年７月 11日（金） 

    場所：ホテルグランデはがくれ（佐賀県・佐賀市） 

   ②第 50回若い稲作経営者研究会（冬季） 

    日時：令和８年２月下旬 

    場所：未定 

 

（３）全体会 

    日時：令和７年 12月 16日（火） 

    場所：東京都内 

    内容：青年部活動の活性化について 

 

（４）消費者交通・活動ＰＲ 

    イベント：ファーマーズ＆キッズフェスタ 2026 

日時：未定 

    場所：未定 

 

【検討】海外視察（令和８年２月中旬） 

 ※海外視察を実施する場合は、第 50回若い稲作経営者研究会（冬季）の開催ならびにファ



ーマーズ＆キッズフェスタ 2026の出展は実施しない。また、全体会も海外視察の日程を

踏まえて変更する可能性がある。 

 

４．政策提言および情報活動の強化 

（１）政策提言 

 自らの経営努力では解決しがたい課題について、会員から意見を集約し、地域振興や

会員の経営発展につながるよう、政府・国会等に政策提言を行う。 

（２）調査・研究活動 

   ①アンケート調査の実施 

   会員の経営状況の把握ならびにその他必要に応じて、アンケート調査を実施する。 

   ②現地調査の実施 

     必要に応じて､学者等を含めて､政策提案に結びつけるための現地調査を実施す

る。 

   ③その他 

     農林水産省が実施する各種調査に協力するほか、稲作経営の改善および政策提言

等のため、必要に応じて調査・研究活動を行う。 

（３）情報活動 

情報活動を強化するため、会員の経営情報の把握とあわせて電子メールアドレスを収

集し、電子メールによる情報発信を行う。 

 

５．組織対策 

（１）組織の拡大・強化 

 未組織県における稲作経営者会議の組織化をブロック単位で働きかけるとともに、個

人加入についても促進する。一方、既組織県においては、組織の拡大・強化に取り組む。 

特に稲作を中心とする認定農業者に対しては、当該県組織の役員を中心に、組織加   

入を積極的に働きかける。 

 また、組織活動の活性化に向けて、経営技術委員会や経営技術セミナー等の開催を通

じ、世代や地域を越えた稲作についての議論を行う。 

（２）財政基盤の強化 

 本会の活動を充実かつ活性化させるため、関係企業に対し賛助を働きかける。 

（３）ブロック研究会等に対する助成 

   ２県以上で共催する研究会等について、経費の一部を支援する。 

① 東北ブロック稲作経営者現地研究会 

② 関東ブロック稲作経営者現地研究会 

③ 北信越ブロック稲作経営者研究大会 

④ 東海・近畿ブロック稲作経営者現地研究会 

⑤ 中国・四国ブロック稲作経営者会議研究会 



⑥ 九州ブロック稲作経営者研修会 

 

６．関係機関・団体等との連携 

（１）全国農業経営者協会との連携 

各経営者組織の会員が、部門を越えた交通により経営発展が図れるよう同協会との

密接な連携強化に努める。 

（２）関係機関・試験研究機関等との連携 

農林水産省や関係団体、各種研究機関等との意見交換を積極的に進め、連携を強化す

る。 

（３）食育への取り組み 

米の消費拡大に向けた取り組みとして、米飯給食を推進するとともに、日本型食生活

の推進を中心に食育に取り組む。 

（４）消費者との交通促進 

消費者との交通を図るため、全国農業経営者協会とともに体験農業に取り組む会員

の情報を専用に扱うホームページの充実を図り、都市農村交通を促進する。 

 

７．その他 

   その他、目的達成に必要な事業を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




